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改革改善
の考え方

①問題
点

妊婦検診の受診回数は受診票により確認できるが、妊婦の健康状態の把握までは出来ていない。

②改革
提案

健診結果連絡欄（異常の有無）を活用する。

事業内容・目
標達成状況
の振り返り

妊婦健診費用の助成により、妊婦の費用負担は軽減されている。

総事業費①+② 96,826 93,848 89,467 108,796

380 300

臨時職員所要時間 90 150

一般財源 95,370 93,848 88,233 108,796

人件費計（千円）② 1,456 1,234

正規職員所要時間

起債

その他

県支出金 0 0 0 0

事業費計（千円）① 95,370 93,848 88,233 108,796 [24特定財源]（県）妊婦健康診査臨時特例交付
金（1/2）23,170千円
H25からは交付税措置

国庫支出金

事業コスト 25年度決算額 26年度予算額 26年度決算額 27年度予算額 特定財源内訳、補足

26
年
度
事
業
内
容

１．妊婦一般健康診査受診票交付
　(1) 県内統一して、妊婦一般健康診査14回と追加検査５回、超音波検査
４回実施。
　　　・受診票交付枚数　23枚
　　　・助成金額　115,440円／人

助成回数 １４回
事業内容 名称 活動指標

定性
目標

事
業
概
要

・妊娠届時に、妊婦に対し、妊娠前期・後期各１枚の妊婦一般健康診査受診票を交付し、妊婦が県内の医療機関において妊婦健診を
受ける際に、受診票を医療機関に提出することにより健診費用の一部を市で助成していた。
･国から、公費負担を増やすよう（少なくとも５回）通達があり、20年度は市単独で２回の助成を加算。
・21年度からは、全県的に、14回＋超音波４回（年齢制限無し）に移行する方向で推移し、当市はその流れに沿う。
・22年度からは、全県的に、基本健診14回、超音波検査４回に加えて、追加検査5回の助成を加算。

成果
指標

１妊婦当たりの助成回数（超音波診断は含まず） 14 14 14 14

目
標

種別 指標名及び単位 26年度計画 26年度実績 27年度計画 28年度見込み 備考（指標変更など）

向上させたい上位施
策の成果指標

心身ともに健康であると感じている市民の割合　％

妊娠届出数（妊婦数） 943

意図（どういう状態
にするか）

妊娠中の異常を早期に発見し、母体や胎児あるいは新
生児に及ぼす重大な危険を未然に防止する

目
的

対象（誰・何を） 市内に住民登録のある妊婦

対
象
指
標

指標名及び単位 26年度数値

施策 31 心と体の健康づくり
基本計画上
の位置づけ

政策 3 健やかに安心して暮らせるまちづくり

H27担当課等名 保健課 H27係等名 健康推進係 H26係等名 健康推進係

平成26年度事務事業実績評価表 政策№

開始 S46 終了
事務事業名 妊婦健診事業

会計 一般会計
13 12

事業種別 政策

3 施策№ 31 事業№


